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(９)その他のDXの取組事項

戸籍副本データのマイナンバー連携に向けて戸籍情報システム再構築を行
います
（市民課）

連携開始予定
（令和６年3月）

行政データの活用を検討します
（DX推進担当、各課）

SNS等の活用を検討します
（DX推進担当、各課）

ＤＸ推進研修や自治体DXに関する情報提供を行います
（DX推進担当）

医療扶助におけるオンライン資格確認への対応を行います
（生活支援課）

連携開始予定
（令和５年度）

Web会議を推進します
（各課）

市ホームページの検索機能の改善、多言語化、やさしい日本語対応など一
部機能の充実を図ります
（秘書広報課）

LGWAN接続回線の二重化により情報基盤の充実を図ります
（情報政策課）

実施済
（令和５年１月）

学童クラブのICT化（直営の学童クラブにインターネット環境を整備し、
パソコン、プリンター等を配備します）
（子育て支援課）

保育園のICT化（公立保育園の登降園管理等にICTシステムを導入し、保
護者の負担軽減と業務の効率化を図ります）
（保育課）

ICTを利用した設計及び工事監理業務の効率化（電子黒板や24インチモ
ニターの導入により、設計及び工事監理業務の効率化を図ります）
（施設整備課）

(８)地域社会のデジタル化

ICT機器を活用した高齢者等の地域見守りを推進します
（高齢者支援課）

GIGAスクール構想に基づき公立小・中学校の教育活動におけるICT機器
の活用を推進します
（指導課、学務課）

公民館主催オンライン講座等を拡充します
（公民館）

公共施設のWi-Fi環境整備の方向性を検討し、段階的に整備します
（DX推進担当・各課）

運用開始
（令和４年６月）

運用開始
（令和４年９月）

運用開始
（令和４年11月）

PHR（パーソナル・ヘルス・レコード）の運用開始に向けて、健康管理
システムとマイナンバーの連携に対応します
（情報政策課、健康推進課）

市民課窓口におけるキャッシュレス決済を拡充します
（市民課）

地方税納付のキャッシュレス決済について、従来のバーコード等に加え、
地方税統一QRコードにも対応します（R５年度課税分から順次実施）
（収納課）

電子決裁とペーパーレス化を推進します
（各課）

対象文書の電子決裁率

90％以上
（令和６年度末）

介護認定審査会資料のペーパーレス化を図ります
（高齢者支援課）

(７)テレワークの推進

テレワークによる働き方改革を実施します
（職員課）

段階的な実施
（令和５年度）

テレワーク等におけるコミュニケーションツールを導入します
（情報政策課）

運用開始
（令和４年４月）

運用開始予定
（令和５年４月）

(６)AI・RPAの利用推進

議事録作成ツールを導入し、会議録作成等の省力化を図ります
（行政経営課）

業務におけるAI、RPAの活用を進めます
（各課）

３業務で活用
（令和４年度）

(５)マイナンバーカードの普及促進
マイナンバーカードの普及を促進します
（市民課）

ほとんどの
市民が保有

（令和４年度末）

(４)情報セキュリティ対策の徹底

次期都区市町村情報セキュリティクラウドへ移行します
（情報政策課）

移行完了
（令和４年11月）

小平市情報セキュリティポリシーの見直しをします
（情報政策課）

(３)デジタルデバイド対策

デジタルが苦手な方への個別の支援を実施します
（各課）

スマートフォン講習会等の活用支援策を実施します
（公民館）

災害時に登録した電話番号やFAX番号に緊急情報を一斉配信するサービ
スを導入します（防災危機管理課）

いつでもスマートフォンで主要な申請手続ができるようにします
（各課）

(２)情報システムの標準化・共通化

住民情報システムを東村山市、東久留米市との３市で自治体クラウド化
し、運用します
（市民課、税務課、収納課、保育課、保険年金課、学務課、選挙管理委員会）

１４業務運用開始
（令和４年１月）

情報システムの標準化・共通化を行います
（市民課、税務課、収納課、子育て支援課、保育課、生活支援課、高齢者支援課、障が
い者支援課、健康推進課、保険年金課、学務課、選挙管理委員会）

２０業務移行
（令和７年度）

情報システムの標準化・共通化に関連して文字の同定への対応を行います
（情報政策課）

受付から手続完了までデジタルで完結するしくみを構築します
（各課）

運用開始予定
（令和５年８月）

（別表）ＤＸ推進ロードマップ（令和5年2月）

(１)行政手続のオンライン化

コンビニエンスストア等で各種証明書の交付ができるようにします
（市民課、税務課、収納課）

運用開始
（令和４年２月）

公共施設予約システムの対象施設を拡大します
また、クレジット決済に対応します
（市民課、市民協働・男女参画推進課、文化スポーツ課、中央公民館、図
書館、市民文化会館）

受付開始
（令和４年６月）

私立保育園等からの申請・請求手続をオンライン化します
（保育課）

運用開始予定
（令和５年４月）

マイナポータルからスマートフォンで申請手続ができるようにします
（健康推進課、子育て支援課、保育課、高齢者支援課）

子育て、介護関連
24手続の受付開始
（令和５年３月）

オンラインで転出届・転入手続予約を行えるようにします
（市民課）

受付開始
（令和５年２月）

LINEを媒体とする各種サービス等の導入により行政手続のオンライン化
を推進します
（各課）

住民税特別徴収税額通知の電子化に対応します
（税務課）

構築

実施

実施

実施・検証・対象業務拡大

実施

QRコードに対応
（R５年度課税分から）

実施

順次実施

構築 実施

検討

検討

構築検討

検討

構築

段階的な実施

構築・移行
稼

働検討

利用開始

対象業務拡大の検討・実施・検証

導入・実施

実施

継続的に実施

継続的に実施

検討・改定

継続的に実施

必要に応じ検討・改定

バーコードによる実施

稼働構築・移行

実施

対象施設の拡大実施

クレジット決済機能の追加

実施

現行セキュリティクラウドの利用

検討・活用の実施

検討・活用の実施

実施

検討

構築 実施

試行運用・検証

実証実験・検証 段階的な実施

試行

実施

実施・検証・

方向性検討

QRコード等に対応

交通系ICカードによる実施

実施

実施

対象拡大

試行実施・検討

LINE拡張機能の活用

構築 実施

構築

実施環境整備

実施

LINE拡張機能による実施

構築 実施

構築 資格確認開始

実施

導入・実施

汎用的電子申請サービスによる構築・実施

実施

構築 システム移行

データ確認開始

試行


